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1. 平成27年3月期の連結業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

（注）「自己資本比率」は（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末少数株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。 
なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 22,149 0.0 3,658 19.8 1,637 20.1
26年3月期 22,128 0.6 3,051 12.9 1,362 △15.7

（注）包括利益 27年3月期 9,119百万円 （618.9％） 26年3月期 1,268百万円 （△83.2％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利
益率

総資産経常利益率 経常収益経常利益
率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年3月期 16.51 16.45 2.1 0.2 16.5
26年3月期 13.70 13.68 1.9 0.2 13.7

（参考） 持分法投資損益 27年3月期 19百万円 26年3月期 29百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 1,397,729 79,675 5.6 799.24
26年3月期 1,378,854 71,925 5.1 722.11

（参考） 自己資本 27年3月期 79,256百万円 26年3月期 71,570百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

27年3月期 △19,939 10,642 △810 62,783
26年3月期 30,400 13,185 △1,009 72,889

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年3月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00 496 36.4 0.6
27年3月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00 495 30.2 0.6
28年3月期(予想) ― 2.50 ― 2.50 5.00 25.0

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益 1株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,830 12.3 1,150 25.8 11.59
通期 3,180 △13.0 1,980 20.9 19.96



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．17「５．連結財務諸表(５)連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期 100,014,000 株 26年3月期 100,014,000 株
② 期末自己株式数 27年3月期 850,122 株 26年3月期 901,340 株
③ 期中平均株式数 27年3月期 99,153,226 株 26年3月期 99,451,332 株

（参考）個別業績の概要 

1. 平成27年3月期の個別業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

（注）「自己資本比率」は（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部合計で除して算出しております。 
なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 21,844 0.0 3,585 19.8 1,651 22.3
26年3月期 21,844 0.7 2,992 14.1 1,349 △14.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

27年3月期 16.65 16.60
26年3月期 13.57 13.55

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 1,396,630 78,419 5.6 790.02
26年3月期 1,377,788 71,276 5.1 718.78

（参考） 自己資本 27年3月期 78,341百万円 26年3月期 71,240百万円

2. 平成28年 3月期の個別業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表及び財
務諸表の監査手続は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
その達成を当行として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提とな
る条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料Ｐ．２ 「１．経営成績・財政状態に関する分析（1）経営成績に関する分
析」をご覧ください。 
（決算補足説明資料の入手方法） 
決算補足説明資料は、決算短信に添付しております。 

経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,810 13.8 1,140 21.7 11.49
通期 3,150 △12.1 1,960 18.7 19.76
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１．経営成績・財政状態に関する分析
(1）経営成績に関する分析

 当連結会計年度におけるわが国の経済を顧みますと、年度前半は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動から

個人消費に弱さがみられたほか、企業収益の改善に足踏みがみられましたが、景気全体では緩やかな回復基調が続き

ました。年度後半に入り、個人消費の回復の遅れや生産の減少など、一部に弱さがみられましたが、改善傾向が続く

雇用情勢に加え、年度末にかけて企業収益や生産が上向くなど、景気全体では年度前半からの緩やかな回復基調が続

きました。 

 当行グループの主たる営業基盤である新潟県の経済につきましても、日本経済と同様に消費税率引上げに伴う駆け

込み需要の反動がみられましたが、輸出と生産が増加を続けたほか、雇用・所得環境が改善を続けるなど、年度を通

して緩やかな回復が続きました。 

 金融情勢につきましては、前年度末に0.6％台であった新発10年物国債利回りは、日本銀行の追加金融緩和政策に

よる大規模な国債買入などを受け、今年度末は0.3％台に低下いたしました。また、前年度末に14千円台後半であっ

た日経平均株価は、公的年金の資産配分の見直しや企業業績の回復期待などを背景に、今年度末は19千円台前半まで

上昇いたしました。 

 こうした金融経済環境のなか、第９次中期経営計画「プラスα計画～感謝を笑顔に、笑顔から信頼へ～」（平成24

年度～平成26年度）の最終期となる当期は、これまでの取組みの集大成の期として、経営ビジョンに掲げる“「親し

みやすさ」のバージョンアップ、「相談したい銀行」地域№１”を目指し、さまざまな施策を実施してまいりまし

た。 

 

（当期の経営成績）

 当期の連結経営成績につきましては、以下のとおりであります。

① 預金・貸出金等の状況

 預金残高は、１兆2,825億99百万円（単体１兆2,826億２百万円）、前年同期比71億83百万円（単体71億85百万

円）増加しました。増加率は0.5％（単体0.5％）となりました。

 また、貸出金残高は9,470億38百万円（単体9,471億33百万円）となり、前年同期比310億97百万円（単体310億89

百万円）増加し、増加率は3.3％（単体3.3％）となりました。事業者向け貸出金が増加したほか、消費者ローン及

び地方公共団体向け貸出金も増加しました。

 

② 有価証券の状況

 有価証券残高は、3,619億46百万円（単体3,617億91百万円）となり、前年同期比では、81億４百万円（単体80億

83百万円）減少し、減少率は2.1％（単体2.1％）となりました。

 

③ 損益の状況

 当行グループの経常利益は、資金利益は減少しましたが、役務取引等利益が増加したことや経費が減少したほ

か、国債等債券関係損益が増加したことなどにより、前年同期比６億７百万円増加の36億58百万円となりました。

 当期純利益は、実効税率引下げによる繰延税金資産の取崩しなどにより法人税等調整額を含めた税金費用が増加

しましたが、経常利益の増加などにより前年同期比２億75百万円増加の16億37百万円となりました。
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④ 報告セグメントごとの業績

イ．銀行業

 当行単体の主要残高につきましては、以下のとおりであります。

 預金は新潟県内を中心に堅調に推移したことから、前年同期比71億85百万円増加の１兆2,826億２百万円とな

りました。

 貸出金は前年同期比310億89百万円増加の9,471億33百万円となりました。事業者向け貸出金が増加したほか、

消費者ローン及び地方公共団体向け貸出金も増加しました。

 有価証券は前年同期比80億83百万円減少の3,617億91百万円となりました。

 

 当行単体の損益状況につきましては、以下のとおりであります。

 経常利益は、資金利益は減少しましたが、役務取引等利益が増加したことや経費が減少したほか、国債等債券

関係損益が増加したことなどにより、前年同期比５億93百万円増加の35億85百万円となりました。

 当期純利益は、実効税率引下げによる繰延税金資産の取崩しなどにより法人税等調整額を含めた税金費用が増

加しましたが、経常利益の増加などにより前年同期比３億２百万円増加の16億51百万円となりました。

 

ロ．その他

 当行グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当行グループの業績における「その他」の重要性が乏

しいため、記載を省略しております。なお、「その他」にはクレジットカード業務等が含まれております。

 

（次期の見通し）

 

 平成27年度の業績見通しは次のとおりであります。

 

   【連結】                                （単位：百万円）
 

 
平成27年９月期 平成28年３月期

予 想 予 想

経常利益 1,830 3,180

親会社株主に帰属する当期（中間）純利益 1,150 1,980

 

   【単体】                                （単位：百万円）

 
平成27年９月期 平成28年３月期

予 想 予 想

経常利益 1,810 3,150

当期（中間）純利益 1,140 1,960

 

 平成27年度の業績見通しは、第10次中期経営計画に掲げた数値目標などの達成に向け以下の前提条件に基づき策定

しております。

 

  （前提条件）

① 貸出金（平残ベース）は、通期で230億円程度の増加を見込んでおります。金利については、緩やかな低下を見

込んでおります。

 

② 預金＋譲渡性預金（平残ベース）は、通期で180億円程度の増加を見込んでおります。金利については、横這い

を見込んでおります。

 

③ 通期の不良債権処理額などの実質与信関係費用については、26年度通期実績を下回るものと想定し、９億円程度

を見込んでおります。
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(2）財政状態に関する分析 

（資産、負債及び純資産の状況）

 当連結会計年度末における主要残高につきましては、以下のとおりであります。

 預金は前年同期比71億83百万円増加の１兆2,825億99百万円、貸出金は事業者向け貸出金が増加したほか、消費者

ローン及び地方公共団体向け貸出金も増加したことから、前年同期比310億97百万円増加の9,470億38百万円、有価証

券は前年同期比81億４百万円減少の3,619億46百万円となりました。純資産の部につきましては、当期純利益による

利益剰余金の増加やその他有価証券評価差額金の増加などにより前年同期比77億50百万円増加の796億75百万円とな

りました。

 

（キャッシュ・フローの状況）

 連結キャッシュ・フローの状況につきましては、以下のとおりであります。

 営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の増加による流出310億97百万円、預金の増加による流入71億83百

万円、借用金（劣後特約付借入金を除く）の増加による流入45億30百万円などにより199億39百万円の流出（前年同

期は304億円の流入）となりました。

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の取得・売却・償還による収支117億14百万円、有形固定資産の

取得による支出９億13百万円などにより106億42百万円の流入（前年同期比25億43百万円の流入減少）となりまし

た。

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払４億95百万円及びリース債務の返済による支出３億12百万円

などにより８億10百万円の流出（前年同期比１億99百万円の流出減少）となりました。

 これにより当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末比101億６百万円減少し627億83百万円と

なりました。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 利益配分に関しましては、グループ各社と連携し堅実・健全経営を堅持するとともに、公共的使命を念頭におい

て、経営基盤強化に向けた内部留保の充実を考慮しつつ、将来にわたって株主の皆さまに報いていくために安定的な

配当を継続していくことを基本方針としております。

 当期の期末配当金につきましては、株主の皆さまからの日頃のご支援に感謝の意を表し、１株当たり２円50銭とさ

せていただく予定であります。これにより、当期の配当額は、中間配当とあわせて１株当たり５円00銭となります。

 なお、内部留保資金につきましては、競争力の強化、顧客サービスの向上や経営効率化のための効果的な投資等に

充てる所存であります。

 次期以降につきましても、上記基本方針に則り適切な利益配分を行ってまいります。
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２．企業集団の状況
(1）事業の内容

 当行及び当行の関係会社は、当行（株式会社大光銀行）、連結子会社１社及び関連会社１社（持分法適用会社）で

構成され、銀行業務を中心に、クレジットカード業務、リース業務などの金融サービスに係る事業を行っておりま

す。 

 当行及び当行の関係会社の事業内容及び当行と関係会社の当該事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

〔銀行業務〕

 当行の本店ほか支店69ヵ店において、預金業務、貸出業務を中心に、内国為替業務、外国為替業務、公共債・投

資信託・保険の窓販業務等を行っており、当行グループの中心業務と位置づけております。

〔クレジットカード業務〕

 連結子会社のたいこうカード株式会社においてクレジットカード業務を行っております。

〔リース業務〕

 持分法適用会社の大光リース株式会社において総合リース業務を行っております。

〔その他業務〕

 連結子会社のたいこうカード株式会社において信用保証業務を行っております。

 なお、持分法適用関連会社であった株式会社東北バンキングシステムズは、平成26年６月27日付で当行が保有す

るすべての株式を売却し、当行の持分法適用関連会社から除外しております。

 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

（事業系統図）
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(2）関係会社の状況

① 連結子会社 

名称 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

間接所有して
いる子会社 
（％） 

当行との関係内容 

役員の 
兼任等 
（人） 

資金 
援助 

営業上の取引 
設備の
賃貸借 

業務 
提携 

たいこうカー

ド株式会社 

（注６） 

新潟県 

長岡市 
35 

クレジット

カード業務 

45.1 

(－) 

[－] 

－ 
3 

(3) 
－ 

金銭貸借関係 

預金取引関係 
－ － 

 

② 持分法適用関連会社 

名称 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

間接所有して
いる子会社 
（％） 

当行との関係内容 

役員の 
兼任等 
（人） 

資金 
援助 

営業上の取引 
設備の
賃貸借 

業務 
提携 

大光リース株式

会社 

新潟県 

長岡市 
270 リース業務 

39.5 

(34.5) 

[－] 

たいこう 

カード㈱ 

34.5 

2 

(2) 
－ 

リース取引関係 

金銭貸借関係 

預金取引関係 

－ － 

（注）１．上記関係会社のうち、特定子会社に該当する会社はありません。

２．上記関係会社のうち、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３．株式会社東北バンキングシステムズは、平成26年６月27日付で当行が保有するすべての株式を売却し、当行

の持分法適用関連会社から除外しております。

４．「議決権の所有割合」欄の（ ）内は、子会社による間接所有の割合（内書き）、［ ］内は、「自己と出

資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関係があることにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使

すると認められる者」又は「自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者」による所有

割合（外書き）であります。 

５．「当行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の（ ）内は、当行の役員（内書き）であります。 

６．議決権の所有割合は50％以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 
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３．経営方針
(1）経営の基本方針

 当行は、次の３項目を「経営理念」に掲げ、地域密着とお客さまのニーズに沿った金融サービスの提供に努めてお

ります。

① お客様に信頼され、親しまれる銀行として地域社会の繁栄に奉仕する。

② 健全経営に徹し、強固な経営体質を築き、安定した発展を持続する。

③ 優れた人材の育成に力を注ぎ、清新はつらつとした行風を確立する。

 今後とも、経営体質の一層の強化を図るとともに経営の透明性を高め、地域社会に真に期待され、信頼される銀行

を目指してまいります。

 

(2）中長期的な経営戦略及び目標とする経営指標

① 中長期的な経営戦略

 平成27年４月より、第10次中期経営計画「Change～だから、変わる。～」(計画期間：平成27年度～平成29年度)

を開始いたしました。目指す姿（ビジョン）を「徹底的に地域密着」とし、具現化するための基本戦略として、地

域密着型金融の更なる深化、個人資産形成のアドバイザー機能強化、業務効率化の徹底など10項目を設定しており

ます。 

 第10次中期経営計画の概要につきましては、次のURLからご覧いただくことができます。 

 【当行ホームページのURL】 http://www.taikobank.jp/company/housin.php 

 

② 目標とする経営指標

 第10次中期経営計画において、最終年度である平成29年度（30年３月期）の経営指標の目標計数を次のとおり設

定しております。 

 

【第10次中期経営計画の最終年度（平成29年度）の目標計数】 

 

目標とする経営指標 最終年度目標計数 

経常利益 30 億円 

当期純利益 20 億円 

預金残高（ＮＣＤ含む）（※） 1 兆 3,400 億円 

貸出金残高 1 兆円 

（※）ＮＣＤ：譲渡性預金 

 

また、前中期経営計画である第９次中期経営計画において、最終年度である平成26年度（27年３月期）の経営指

標の目標計数及び実績値は次のとおりであります。 

 

   【第９次中期経営計画の最終年度（平成26年度）の目標計数及び実績値】 

 

目標とする経営指標 最終年度目標計数 最終年度実績値 

コア業務純益ＲＯＡ 0.41 ％ 0.27 ％ 

経常利益 30 億円 35 億円 

Tier１比率（バーゼルⅡベース）（※） 10 ％ 9.25 ％ 

（※）自己資本比率告示が改正されておりますが、目標の連続性を重視し、目標とする経営指標および最終年度

目標計数の見直しは行っておりません。 

なお、改正後の自己資本比率告示に基づく平成27年３月末における自己資本比率は、10.79%であります。 
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(3）会社の対処すべき課題

 地域金融機関を取り巻く環境を展望しますと、少子高齢化に伴う人口減少により地域社会・経済の縮小が懸念され

ているほか、他業態からの銀行業務への参入などにより競合がますます激化し、経営環境は今後、一段と厳しさを増

すことが予想されております。 

 このような環境のもと、当行はこのたび、中長期的に持続可能なビジネスモデルとして、10年後を見据えた長期ビ

ジョンを策定いたしました。長期ビジョンは、地域社会・経済の活性化に積極的に貢献することで、地域から愛さ

れ、真に必要とされる銀行を目指すことを基本精神としております。 

 本年４月より開始した第10次中期経営計画「Change～だから、変わる。～」では、計画期間を長期ビジョンの実現

に向けた最初の３年間と位置付け、徹底的に地域に密着する姿勢を貫くことを念頭に、「地域密着型金融の更なる深

化」、「個人資産形成のアドバイザー機能強化」、「業務効率化の徹底」を中核的な戦略としております。お客さま

の事業拡大や生活向上のサポートを行っていくために職員一人ひとりがスキルを高め、当行全体としてノウハウを蓄

積していくとともに、これらを効果的に発揮できる仕組みを整えてまいります。そのうえで、当行自身の収益力の強

化と営業基盤の拡充を図り、地域になくてはならない銀行としての確固たる地位を築き上げてまいります。 

 併せて、お客さまから信頼いただき、安心してご利用いただくため、コンプライアンスの徹底やリスク管理の高度

化に引き続き取り組んでまいります。 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方
 当行グループは、国内の同業他行との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用しており

ます。

 なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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５．連結財務諸表
（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

現金預け金 72,889 62,783 

商品有価証券 279 155 

金銭の信託 3,000 2,987 

有価証券 370,050 361,946 

貸出金 915,941 947,038 

外国為替 3,812 2,601 

その他資産 3,306 9,598 

有形固定資産 14,163 14,475 

建物 2,650 3,076 

土地 10,345 10,539 

リース資産 627 454 

建設仮勘定 124 40 

その他の有形固定資産 415 363 

無形固定資産 822 800 

ソフトウエア 694 613 

ソフトウエア仮勘定 － 100 

リース資産 61 21 

その他の無形固定資産 65 65 

繰延税金資産 187 63 

支払承諾見返 2,275 2,190 

貸倒引当金 △7,875 △6,912 

資産の部合計 1,378,854 1,397,729 

負債の部    

預金 1,275,416 1,282,599 

コールマネー及び売渡手形 1,646 962 

借用金 10,000 14,530 

社債 3,000 3,000 

その他負債 7,677 7,822 

賞与引当金 690 660 

役員賞与引当金 21 21 

退職給付に係る負債 3,729 647 

睡眠預金払戻損失引当金 211 207 

偶発損失引当金 220 236 

利息返還損失引当金 12 8 

繰延税金負債 － 3,338 

再評価に係る繰延税金負債 2,026 1,828 

支払承諾 2,275 2,190 

負債の部合計 1,306,929 1,318,053 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

純資産の部    

資本金 10,000 10,000 

資本剰余金 8,208 8,208 

利益剰余金 42,010 42,241 

自己株式 △239 △225 

株主資本合計 59,980 60,224 

その他有価証券評価差額金 9,203 15,874 

土地再評価差額金 2,315 2,486 

退職給付に係る調整累計額 71 670 

その他の包括利益累計額合計 11,589 19,031 

新株予約権 35 77 

少数株主持分 319 340 

純資産の部合計 71,925 79,675 

負債及び純資産の部合計 1,378,854 1,397,729 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

経常収益 22,128 22,149 

資金運用収益 18,114 17,698 

貸出金利息 14,378 13,863 

有価証券利息配当金 3,648 3,750 

コールローン利息及び買入手形利息 21 9 

預け金利息 7 18 

その他の受入利息 58 57 

役務取引等収益 2,147 2,281 

その他業務収益 443 1,395 

その他経常収益 1,422 774 

償却債権取立益 702 338 

その他の経常収益 719 435 

経常費用 19,076 18,490 

資金調達費用 750 759 

預金利息 622 628 

コールマネー利息及び売渡手形利息 6 8 

借用金利息 80 81 

社債利息 40 40 

その他の支払利息 0 0 

役務取引等費用 1,610 1,658 

その他業務費用 540 876 

営業経費 14,430 13,464 

その他経常費用 1,743 1,730 

貸倒引当金繰入額 518 630 

その他の経常費用 1,225 1,100 

経常利益 3,051 3,658 

特別利益 0 1 

固定資産処分益 0 1 

特別損失 124 109 

固定資産処分損 60 45 

減損損失 64 27 

関係会社株式売却損 － 36 

税金等調整前当期純利益 2,927 3,550 

法人税、住民税及び事業税 472 663 

法人税等調整額 1,070 1,226 

法人税等合計 1,543 1,890 

少数株主損益調整前当期純利益 1,384 1,659 

少数株主利益 21 22 

当期純利益 1,362 1,637 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 1,384 1,659 

その他の包括利益 △115 7,459 

その他有価証券評価差額金 △115 6,671 

土地再評価差額金 － 188 

退職給付に係る調整額 － 599 

包括利益 1,268 9,119 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,247 9,096 

少数株主に係る包括利益 21 22 
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（３）連結株主資本等変動計算書

 前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 10,000 8,208 41,047 △126 59,130 

当期変動額           

剰余金の配当     △498   △498 

当期純利益     1,362   1,362 

自己株式の取得       △112 △112 

土地再評価差額金の取崩     98   98 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 963 △112 850 

当期末残高 10,000 8,208 42,010 △239 59,980 

 

               

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

土地再評価差額
金 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 9,319 2,413 － 11,732 － 299 71,161 

当期変動額               

剰余金の配当             △498 

当期純利益             1,362 

自己株式の取得             △112 

土地再評価差額金の取崩   △98   △98     － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△115   71 △44 35 20 11 

当期変動額合計 △115 △98 71 △142 35 20 763 

当期末残高 9,203 2,315 71 11,589 35 319 71,925 
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 10,000 8,208 42,010 △239 59,980 

会計方針の変更による累積
的影響額     △926   △926 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

10,000 8,208 41,084 △239 59,054 

当期変動額           

剰余金の配当     △495   △495 

当期純利益     1,637   1,637 

自己株式の取得       △0 △0 

自己株式の処分   △2   14 12 

自己株式処分差損の振替   2 △2   － 

土地再評価差額金の取崩     17   17 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 1,156 13 1,170 

当期末残高 10,000 8,208 42,241 △225 60,224 

 

               

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

土地再評価差額
金 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 9,203 2,315 71 11,589 35 319 71,925 

会計方針の変更による累積
的影響額             △926 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

9,203 2,315 71 11,589 35 319 70,998 

当期変動額               

剰余金の配当             △495 

当期純利益             1,637 

自己株式の取得             △0 

自己株式の処分             12 

自己株式処分差損の振替             － 

土地再評価差額金の取崩   △17   △17     － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

6,671 188 599 7,459 42 21 7,523 

当期変動額合計 6,671 171 599 7,442 42 21 8,676 

当期末残高 15,874 2,486 670 19,031 77 340 79,675 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 2,927 3,550 

減価償却費 888 798 

減損損失 64 27 

持分法による投資損益（△は益） △29 △19 

貸倒引当金の増減（△） △167 △962 

賞与引当金の増減額（△は減少） △17 △29 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △520 △3,637 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △26 － 

睡眠預金払戻損失引当金の増減額（△は減少） 10 △3 

偶発損失引当金の増減（△） △45 15 

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） 3 △3 

資金運用収益 △18,114 △17,698 

資金調達費用 750 759 

有価証券関係損益（△） 46 △1,048 

金銭の信託の運用損益（△は益） － 12 

為替差損益（△は益） △1 △4 

固定資産処分損益（△は益） 59 43 

関係会社株式売却損益（△は益） － 36 

貸出金の純増（△）減 △26,361 △31,097 

預金の純増減（△） 30,508 7,183 

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減

（△） 
41 4,530 

コールローン等の純増（△）減 20,000 － 

コールマネー等の純増減（△） 518 △684 

商品有価証券の純増（△）減 △50 123 

外国為替（資産）の純増（△）減 346 1,210 

資金運用による収入 18,549 17,975 

資金調達による支出 △1,026 △803 

その他 3,098 151 

小計 31,444 △19,571 

法人税等の支払額 △1,044 △367 

営業活動によるキャッシュ・フロー 30,400 △19,939 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出 △100,522 △195,860 

有価証券の売却による収入 57,081 141,486 

有価証券の償還による収入 57,303 66,089 

有形固定資産の取得による支出 △456 △913 

有形固定資産の売却による収入 172 29 

無形固定資産の取得による支出 △392 △181 

資産除去債務の履行による支出 － △6 

投資活動によるキャッシュ・フロー 13,185 10,642 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

リース債務の返済による支出 △397 △312 

配当金の支払額 △498 △495 

少数株主への配当金の支払額 △1 △1 

自己株式の取得による支出 △112 △0 

ストックオプションの行使による収入 － 0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,009 △810 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 42,576 △10,106 

現金及び現金同等物の期首残高 30,312 72,889 

現金及び現金同等物の期末残高 72,889 62,783 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

  該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下、

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定

めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属

方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務

期間に近似した年数に基づく割引率を使用する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反

映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計年

度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が1,431百万円増加し、利益剰余金が926百万円減少してお

ります。また、当連結会計年度の経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ25百万円増加しております。 

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

 

（税効果会計関係）

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引

下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は

従来の35.3％から、平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については32.8％に、平

成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.0％となります。この税率変

更により、繰延税金資産は３百万円減少（繰延税金負債は378百万円減少）し、その他有価証券評価差額金は747百万

円増加し、法人税等調整額は404百万円増加しております。再評価に係る繰延税金負債は188百万円減少し、土地再評

価差額金は同額増加しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

 当行グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当行グループの業績における「その他」の重要性が乏し

いため、記載を省略しております。なお、「その他」にはクレジットカード業務等が含まれております。

【関連情報】

 当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

 １．サービスごとの情報

（単位：百万円）

  貸出業務 有価証券投資業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 14,201 5,213 2,734 22,149

  （注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

 

 ２．地域ごとの情報

  (1) 経常収益

   当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を超

えるため、記載を省略しております。

 

  (2) 有形固定資産

   当行グループは、本邦以外の国又は地域に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しておりま

す。

 

 ３．主要な顧客ごとの情報

   特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略し

ております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

   当行グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当行グループの業績における「その他」の重要性が乏し

いため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

 当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

  該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

 当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

  該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

   
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 722円11銭 799円24銭

１株当たり当期純利益金額 13円70銭 16円51銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額

13円68銭 16円45銭

 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

   
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

純資産の部の合計額 百万円 71,925 79,675

純資産の部の合計額から控除する
金額

百万円 354 418

（うち新株予約権）   (35) (77)

（うち少数株主持分）   (319) (340)

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 71,570 79,256

１株当たり純資産額の算定に用い
られた期末の普通株式の数

千株 99,112 99,163

 

 （注）２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益 百万円 1,362 1,637

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る当期純利益 百万円 1,362 1,637

普通株式の期中平均株式数 千株 99,451 99,153

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額 百万円 － －

普通株式増加数 千株 153 315

うち新株予約権 千株 153 315

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり当期純利益
金額の算定に含めなかった潜在株
式の概要

  － －

 

 （注）３．「会計方針の変更」に記載のとおり、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月

17日。以下、「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第25号 平成27年３月26日。以下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本

文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて、当連結会計年度より適用し、退職給付会計基

準第37項に定める経過的な取扱いに従っております。

  この結果、当連結会計年度の期首の１株当たり純資産額は９円34銭減少しておりますが、１株当たり当期純

利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額それぞれに与える影響は軽微であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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６．個別財務諸表
（１）貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

現金預け金 72,889 62,783 

現金 18,910 16,919 

預け金 53,978 45,863 

商品有価証券 279 155 

商品国債 127 41 

商品地方債 151 114 

金銭の信託 3,000 2,987 

有価証券 369,874 361,791 

国債 193,517 186,073 

地方債 40,128 33,003 

社債 85,673 77,381 

株式 7,299 9,841 

その他の証券 43,254 55,490 

貸出金 916,044 947,133 

割引手形 10,692 9,536 

手形貸付 32,806 33,404 

証書貸付 793,068 821,452 

当座貸越 79,477 82,740 

外国為替 3,812 2,601 

外国他店預け 2,150 966 

買入外国為替 0 0 

取立外国為替 1,661 1,634 

その他資産 2,148 8,451 

前払費用 30 32 

未収収益 1,537 1,447 

金融派生商品 0 1 

その他の資産 581 6,969 

有形固定資産 14,162 14,474 

建物 2,650 3,076 

土地 10,345 10,539 

リース資産 627 454 

建設仮勘定 124 40 

その他の有形固定資産 414 363 

無形固定資産 821 799 

ソフトウエア 694 613 

ソフトウエア仮勘定 － 100 

リース資産 61 21 

その他の無形固定資産 64 64 

繰延税金資産 155 － 

支払承諾見返 2,275 2,190 

貸倒引当金 △7,675 △6,737 

資産の部合計 1,377,788 1,396,630 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

預金 1,275,417 1,282,602 

当座預金 44,332 46,758 

普通預金 337,099 349,828 

貯蓄預金 7,833 7,582 

通知預金 59,754 15,522 

定期預金 797,286 833,835 

定期積金 23,996 24,552 

その他の預金 5,114 4,523 

コールマネー 1,646 962 

借用金 10,000 14,530 

借入金 10,000 14,530 

社債 3,000 3,000 

その他負債 7,187 7,343 

未払法人税等 152 442 

未払費用 862 839 

前受収益 486 505 

従業員預り金 63 59 

給付補填備金 6 4 

金融派生商品 0 1 

リース債務 734 520 

資産除去債務 120 115 

その他の負債 4,759 4,854 

賞与引当金 686 657 

役員賞与引当金 21 21 

退職給付引当金 3,817 1,614 

睡眠預金払戻損失引当金 211 207 

偶発損失引当金 220 236 

繰延税金負債 － 3,015 

再評価に係る繰延税金負債 2,026 1,828 

支払承諾 2,275 2,190 

負債の部合計 1,306,511 1,318,211 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

純資産の部    

資本金 10,000 10,000 

資本剰余金 8,208 8,208 

資本準備金 8,208 8,208 

利益剰余金 41,752 41,997 

利益準備金 1,791 1,791 

その他利益剰余金 39,961 40,206 

固定資産圧縮積立金 5 7 

別途積立金 21,000 21,000 

繰越利益剰余金 18,956 19,198 

自己株式 △239 △225 

株主資本合計 59,722 59,980 

その他有価証券評価差額金 9,203 15,874 

土地再評価差額金 2,315 2,486 

評価・換算差額等合計 11,518 18,361 

新株予約権 35 77 

純資産の部合計 71,276 78,419 

負債及び純資産の部合計 1,377,788 1,396,630 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

経常収益 21,844 21,844 

資金運用収益 18,102 17,663 

貸出金利息 14,338 13,826 

有価証券利息配当金 3,677 3,752 

コールローン利息 21 9 

預け金利息 7 18 

その他の受入利息 57 56 

役務取引等収益 1,985 2,110 

受入為替手数料 727 706 

その他の役務収益 1,257 1,403 

その他業務収益 364 1,316 

外国為替売買益 40 37 

国債等債券売却益 301 1,272 

国債等債券償還益 － 6 

金融派生商品収益 22 － 

その他経常収益 1,391 754 

償却債権取立益 702 338 

株式等売却益 190 184 

金銭の信託運用益 74 － 

その他の経常収益 423 231 

経常費用 18,851 18,259 

資金調達費用 750 759 

預金利息 622 628 

コールマネー利息 6 8 

借用金利息 80 81 

社債利息 40 40 

その他の支払利息 0 0 

役務取引等費用 1,494 1,533 

支払為替手数料 138 134 

その他の役務費用 1,356 1,399 

その他業務費用 539 876 

商品有価証券売買損 1 0 

国債等債券売却損 536 357 

国債等債券償還損 1 33 

国債等債券償却 － 19 

金融派生商品費用 － 465 

営業経費 14,346 13,378 

その他経常費用 1,719 1,710 

貸倒引当金繰入額 558 655 

貸出金償却 727 782 

株式等償却 － 3 

金銭の信託運用損 － 12 

その他の経常費用 433 256 

経常利益 2,992 3,585 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

特別利益 0 1 

固定資産処分益 0 1 

特別損失 124 72 

固定資産処分損 60 44 

減損損失 64 27 

税引前当期純利益 2,868 3,514 

法人税、住民税及び事業税 464 649 

法人税等調整額 1,053 1,213 

法人税等合計 1,518 1,862 

当期純利益 1,349 1,651 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金
合計   

固定資産圧
縮積立金 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

当期首残高 10,000 8,208 8,208 1,791 4 21,000 18,007 40,802 

当期変動額                 

剰余金の配当             △498 △498 

固定資産圧縮積立金の取崩         △0   0 － 

固定資産圧縮積立金の積立         2   △2 － 

当期純利益             1,349 1,349 

自己株式の取得                 

土地再評価差額金の取崩             98 98 

株主資本以外の項目の当期 
変動額（純額）                 

当期変動額合計 － － － － 1 － 948 950 

当期末残高 10,000 8,208 8,208 1,791 5 21,000 18,956 41,752 

 

             

  株主資本 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  自己株式 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △126 58,884 9,319 2,413 11,732 － 70,617 

当期変動額               

剰余金の配当   △498         △498 

固定資産圧縮積立金の取崩   －         － 

固定資産圧縮積立金の積立   －         － 

当期純利益   1,349         1,349 

自己株式の取得 △112 △112         △112 

土地再評価差額金の取崩   98   △98 △98   － 

株主資本以外の項目の当期 
変動額（純額）     △115   △115 35 △80 

当期変動額合計 △112 837 △115 △98 △214 35 659 

当期末残高 △239 59,722 9,203 2,315 11,518 35 71,276 
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当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 

  
固定資産圧
縮積立金 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

当期首残高 10,000 8,208 － 8,208 1,791 5 21,000 18,956 

会計方針の変更による累積
的影響額               △926 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

10,000 8,208 － 8,208 1,791 5 21,000 18,029 

当期変動額                 

剰余金の配当               △495 

固定資産圧縮積立金の取崩           △0   0 

固定資産圧縮積立金の積立           2   △2 

当期純利益               1,651 

自己株式の取得                 

自己株式の処分     △2 △2         

自己株式処分差損の振替     2 2       △2 

土地再評価差額金の取崩               17 

株主資本以外の項目の当期 
変動額（純額）                 

当期変動額合計 － － － － － 1 － 1,169 

当期末残高 10,000 8,208 － 8,208 1,791 7 21,000 19,198 

 

               

  株主資本 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計   

利益剰余金
合計 

当期首残高 41,752 △239 59,722 9,203 2,315 11,518 35 71,276 

会計方針の変更による累積
的影響額 

△926   △926         △926 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

40,826 △239 58,795 9,203 2,315 11,518 35 70,349 

当期変動額                 

剰余金の配当 △495   △495         △495 

固定資産圧縮積立金の取崩 －   －         － 

固定資産圧縮積立金の積立 －   －         － 

当期純利益 1,651   1,651         1,651 

自己株式の取得   △0 △0         △0 

自己株式の処分   14 12         12 

自己株式処分差損の振替 △2   －         － 

土地再評価差額金の取崩 17   17   △17 △17   － 

株主資本以外の項目の当期 
変動額（純額）       6,671 188 6,859 42 6,902 

当期変動額合計 1,170 13 1,184 6,671 171 6,842 42 8,069 

当期末残高 41,997 △225 59,980 15,874 2,486 18,361 77 78,419 
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７．その他
                       役員の異動

 

  １．役職位の異動 

      平成27年６月24日開催の定時株主総会後の取締役会において選任の予定 

 

        常務取締役        村 山 博 幸（現 取締役人事部長） 

        常務取締役        亀 貝 信 一（現 取締役長岡地区本部長兼 

                               本店営業部長） 

 

  ２．新任取締役候補 

      平成27年６月24日開催の定時株主総会において選任の予定 

 

        取締役          近 藤 喜 栄 知（現 東京支店長兼 

                               総合企画部東京事務所長） 

        取締役（社外取締役）   鈴 木 裕 子（現 新潟市農業振興地域整備 

                               審議会委員 

                             元 新潟県労働委員会事務局長） 

 

  ３．退任予定取締役 

      平成27年６月24日開催の定時株主総会終結の時をもって退任の予定 

 

 常務取締役        田 沢 公 英 

 

                                              以上 
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平成26年度 

決 算 説 明 資 料 

株式会社 大 光 銀 行 
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Ⅰ．平成26年度決算の概況

１．損益状況

【単体】

●業務純益（一般貸倒引当金繰入前）は、資金利益が減少したものの、役務取引等利益やその他業務利益が増加した

ほか、物件費を中心に経費が減少したことにより前年同期比12億21百万円増加の46億円となりました。

●経常利益は、実質与信関係費用の増加などがありましたが、業務純益（一般貸倒引当金繰入前）の増加などにより

前年同期比５億93百万円増加の35億85百万円となりました。

●当期純利益は、実効税率引下げによる繰延税金資産の取崩しなどにより法人税等調整額を含めた税金費用が増加し

ましたが、経常利益の増加などにより前年同期比３億２百万円増加の16億51百万円となりました。
 

（単位：百万円）
 

  27年３月期
 

26年３月期
26年３月期比

業務粗利益

（コア業務粗利益）

17,920

(17,052)

252

(△852)

17,668

(17,904)

  国内業務粗利益 17,473 405 17,068

    資金利益 16,497 △299 16,796

    役務取引等利益 573 86 487

   
その他業務利益

（うち国債等債券関係損益）

402

(868)

617

(1,104)

△215

(△236)

  国際業務粗利益 446 △153 599

    資金利益 405 △150 555

    役務取引等利益 3 0 3

   
その他業務利益

（うち国債等債券関係損益）

37

(－)

△3

(－)

40

(－)

経費（除く臨時処理分） 13,320 △968 14,288

  人件費 7,387 △212 7,599

  物件費 5,243 △829 6,072

  税金 688 73 615

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 4,600 1,221 3,379

  コア業務純益 3,732 116 3,616

① 一般貸倒引当金繰入額 △22 △175 153

業務純益 4,622 1,397 3,225

  うち国債等債券関係損益 868 1,104 △236

臨時損益 △1,036 △803 △233

  ② 不良債権処理額 1,515 313 1,202

    貸出金償却 782 55 727

    個別貸倒引当金繰入額 677 273 404

    偶発損失引当金繰入額 46 10 36

    債権等売却損 8 △25 33

  （貸倒償却引当費用①＋②） 1,492 136 1,356

  株式等関係損益 180 △10 190

  ③ 償却債権取立益 338 △364 702

  その他臨時損益 △41 △116 75

経常利益 3,585 593 2,992

特別損益 △71 53 △124

  固定資産処分益 1 1 0

  固定資産処分損 44 △16 60

  減損損失 27 △37 64

税引前当期純利益 3,514 646 2,868

法人税、住民税及び事業税 649 185 464

法人税等調整額 1,213 160 1,053

法人税等合計 1,862 344 1,518

当期純利益 1,651 302 1,349

（参考）実質与信関係費用（①＋②－③） 1,154 501 653

（注）１．コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券関係損益

２．コア業務純益＝業務純益－国債等債券関係損益＋一般貸倒引当金繰入額
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【連結】

＜連結損益計算書ベース＞

●連結当期純利益は、単体の業績を主因として前年同期比２億75百万円増加の16億37百万円となりました。

 
（単位：百万円）

 

  27年３月期
 

26年３月期
26年３月期比

連結粗利益 18,080 277 17,803

  資金利益 16,938 △426 17,364

  役務取引等利益 622 85 537

  その他業務利益 518 615 △97

営業経費 13,464 △966 14,430

① 貸倒償却引当費用 1,501 138 1,363

  貸出金償却 801 45 756

  一般貸倒引当金繰入額 △35 △177 142

  個別貸倒引当金繰入額 666 291 375

  偶発損失引当金繰入額 46 10 36

  債権等売却損 24 △28 52

株式等関係損益 180 △10 190

② 償却債権取立益 338 △364 702

持分法による投資損益 19 △10 29

その他経常損益 5 △114 119

経常利益 3,658 607 3,051

特別損益 △108 16 △124

税金等調整前当期純利益 3,550 623 2,927

法人税、住民税及び事業税 663 191 472

法人税等調整額 1,226 156 1,070

法人税等合計 1,890 347 1,543

少数株主損益調整前当期純利益 1,659 275 1,384

少数株主利益 22 1 21

当期純利益 1,637 275 1,362

（参考）実質与信関係費用（①－②） 1,162 502 660

（注） 連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋（その他業務収益－

その他業務費用）

 

（参考） （単位：百万円）
 

連結業務純益 4,710 1,422 3,288

（注） 連結業務純益＝単体業務純益＋子会社業務純益（勘定修正）－内部取引

 

（連結対象会社数） （社）
 

連結子会社数 1 － 1

持分法適用会社数 1 △1 2
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２．業務純益【単体】

（単位：百万円）
 

  27年３月期
 

26年３月期
26年３月期比

(1）業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 4,600 1,221 3,379

  職員一人当たり（千円） 4,923 1,434 3,489

(2）コア業務純益 3,732 116 3,616

  職員一人当たり（千円） 3,994 261 3,733

(3）業務純益 4,622 1,397 3,225

  職員一人当たり（千円） 4,947 1,617 3,330

（注）１．コア業務純益＝業務純益－国債等債券関係損益＋一般貸倒引当金繰入額

２．職員数は、期中平均人員（出向者を除く）で計算しております。

 

３．主要勘定残高【単体】

(1）末残

（単位：百万円）
 

  27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

資金運用勘定残高 1,317,484 20,520 1,296,964

 

うち貸出金 947,133 31,089 916,044

うち有価証券 361,791 △8,083 369,874

うちコールローン － － －

資金調達勘定残高 1,301,154 11,026 1,290,128

 

うち預金 1,282,602 7,185 1,275,417

うち借用金 14,530 4,530 10,000

うち社債 3,000 － 3,000

うちコールマネー 962 △684 1,646

 

(2）平残

（単位：百万円）
 

  27年３月期
 

26年３月期
26年３月期比

資金運用勘定残高 1,292,469 25,619 1,266,850

 

うち貸出金 907,153 42,961 864,192

うち有価証券 365,835 △3,802 369,637

うちコールローン 8,824 △11,651 20,475

資金調達勘定残高 1,264,350 36,473 1,227,877

 

うち預金 1,248,678 35,350 1,213,328

うち借用金 10,858 973 9,885

うち社債 3,000 － 3,000

うちコールマネー 1,751 157 1,594
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４．利鞘【単体】

(1）全店分

（単位：％）
 

  27年３月期
 

26年３月期
26年３月期比

資金運用利回   （Ａ） 1.36 △0.06 1.42

 
貸出金利回  （Ｂ） 1.52 △0.13 1.65

有価証券利回 1.02 0.03 0.99

資金調達利回   （Ｃ） 0.06 △0.00 0.06

 
預金等利回 0.05 △0.00 0.05

外部負債利回 0.71 △0.04 0.75

預金等原価    （Ｄ） 1.11 △0.11 1.22

資金調達原価   （Ｅ） 1.11 △0.11 1.22

資金運用調達利回差（Ａ）－（Ｃ） 1.30 △0.06 1.36

預貸金利鞘    （Ｂ）－（Ｄ） 0.41 △0.02 0.43

総資金利鞘    （Ａ）－（Ｅ） 0.25 0.05 0.20

 

(2）国内業務部門分

（単位：％）
 

  27年３月期
 

26年３月期
26年３月期比

資金運用利回   （Ａ） 1.33 △0.05 1.38

 
貸出金利回  （Ｂ） 1.52 △0.13 1.65

有価証券利回 0.96 0.07 0.89

資金調達利回   （Ｃ） 0.05 △0.01 0.06

 
預金等利回 0.05 △0.00 0.05

外部負債利回 0.74 △0.06 0.80

預金等原価    （Ｄ） 1.10 △0.11 1.21

資金調達原価   （Ｅ） 1.10 △0.11 1.21

資金運用調達利回差（Ａ）－（Ｃ） 1.27 △0.05 1.32

預貸金利鞘    （Ｂ）－（Ｄ） 0.41 △0.02 0.43

総資金利鞘    （Ａ）－（Ｅ） 0.22 0.06 0.16
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５．ＲＯＥ【単体】

（単位：％）
 

  27年３月期
 

26年３月期
26年３月期比

コア業務純益ベース 5.02 △0.07 5.09

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）ベース 6.18 1.42 4.76

業務純益ベース 6.21 1.67 4.54

経常利益ベース 4.82 0.61 4.21

当期純利益ベース 2.22 0.32 1.90

（注） 分母となる自己資本平均残高は、（期首純資産＋期末純資産）÷２で算出しております。

 

６．有価証券関係損益【単体】

（単位：百万円）
 

  27年３月期
 

26年３月期
26年３月期比

国債等債券関係損益（５勘定尻） 868 1,104 △236

 

売却益 1,272 971 301

償還益 6 6 －

売却損 357 △179 536

償還損 33 32 1

償却 19 19 －

 

株式等関係損益（３勘定尻） 180 △10 190

 

売却益 184 △6 190

売却損 － － －

償却 3 3 －
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７．自己資本比率（国内基準）

 自己資本比率（国内基準）は、銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行が保有する資産等に照らし自己資本の充実

の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）に基づき算出しております。 

●平成27年３月末の自己資本比率（国内基準）［速報値］は、自己資本比率規制の段階的な適用や退職給付会計基準

の改正による自己資本額の減少などにより、単体が26年３月末比0.21ポイント低下し10.79％、連結が同0.18ポイン

ト低下し10.85％となりました。いずれも規制値（４％）を大きく上回り、十分な水準を維持しております。 

 

【単体】      （単位：百万円）
 

 
［速報値］
27年３月末

 
26年３月末

26年３月末比

(1）自己資本比率(2)／(3) 10.79％ △0.21％ 11.00％

(2）単体における自己資本の額 70,453 △735 71,188

(3）リスク・アセットの額 652,799 6,205 646,594

(4）単体総所要自己資本額(3)×４％ 26,111 248 25,863

 

【連結】      （単位：百万円）
 

 
［速報値］
27年３月末

 
26年３月末

26年３月末比

(1）自己資本比率(2)／(3) 10.85％ △0.18％ 11.03％

(2）連結における自己資本の額 70,931 △629 71,560

(3）リスク・アセットの額 653,735 5,518 648,217

(4）連結総所要自己資本額(3)×４％ 26,149 221 25,928

 

㈱大光銀行（8537）平成27年３月期 決算短信

(6)



Ⅱ．貸出金等の状況

・未収利息不計上基準

 自己査定で「破綻先」「実質破綻先」及び「破綻懸念先」に分類した債務者は、未収利息をすべて収益不計上として

開示しております。

 

１．金融再生法開示債権【単体】

（単位：百万円）
 

  27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

金

融

再

生

法

開

示

債

権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 5,675 △267 5,942

 
破綻先債権 600 △361 961

実質破綻先債権 5,075 94 4,981

危険債権 22,814 △3,214 26,028

要管理債権 1,084 385 699

小計（A） 29,574 △3,096 32,670

正常債権 925,231 33,808 891,423

債権額合計 954,806 30,712 924,094

 
（単位：％）

 

  27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

債

権

残

高

構

成

比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 0.59 △0.05 0.64

 
破綻先債権 0.06 △0.04 0.10

実質破綻先債権 0.53 △0.01 0.54

危険債権 2.39 △0.43 2.82

要管理債権 0.11 0.03 0.08

小計 3.10 △0.44 3.54

正常債権 96.90 0.44 96.46

債権額合計 100.00 － 100.00

 

２．金融再生法開示債権の保全状況【単体】

（単位：百万円）
 

  27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

保全額（B） 24,488 △3,526 28,014

 
貸倒引当金 4,279 △826 5,105

担保保証等 20,208 △2,700 22,908

 
（単位：％）

 

保全率（B）／（A） 82.80 △2.95 85.75
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３．リスク管理債権の状況

【単体】 （単位：百万円）
 

  27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

リ

ス

ク

管

理

債

権

破綻先債権額 596 △354 950

延滞債権額 27,751 △3,171 30,922

３ヶ月以上延滞債権額 14 14 －

貸出条件緩和債権額 1,069 370 699

合計 29,432 △3,140 32,572

（部分直接償却額） (5,615) (296) (5,319)

貸出金残高（末残） 947,133 31,089 916,044

 
（単位：％）

 

貸

出

金

残

高

比

破綻先債権額 0.06 △0.04 0.10

延滞債権額 2.93 △0.45 3.38

３ヶ月以上延滞債権額 0.00 0.00 －

貸出条件緩和債権額 0.11 0.03 0.08

合計 3.11 △0.45 3.56

 

【連結】 （単位：百万円）
 

  27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

リ

ス

ク

管

理

債

権

破綻先債権額 611 △357 968

延滞債権額 27,754 △3,172 30,926

３ヶ月以上延滞債権額 15 15 0

貸出条件緩和債権額 1,071 372 699

合計 29,453 △3,142 32,595

（部分直接償却額） (5,615) (296) (5,319)

貸出金残高（末残） 947,038 31,097 915,941

 
（単位：％）

 

貸

出

金

残

高

比

破綻先債権額 0.06 △0.04 0.10

延滞債権額 2.93 △0.45 3.38

３ヶ月以上延滞債権額 0.00 0.00 0.00

貸出条件緩和債権額 0.11 0.03 0.08

合計 3.11 △0.45 3.56
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４．償却・引当基準と引当状況【単体】

自己査定債務者区分 金融再生法区分 償却・引当方針

破綻先 破産更生債権及び

これらに準ずる債権
担保・保証等により保全のない部分に対し100％を償却・引当

実質破綻先

破綻懸念先 危険債権

担保・保証等により保全のない部分に対し、過去の貸倒実績率に

基づき、今後３年間の予想損失額を引当。また、与信額が一定額

以上の大口債務者のうち、合理的にキャッシュ・フローを見積も

ることができる債務者に対する債権についてはDCF法により引当

要注意先

要管理先 要管理債権

担保・保証等により保全のない部分に対し、過去の貸倒実績率に

基づき、今後３年間の予想損失額を引当。また、与信額が一定額

以上の大口債務者のうち、合理的にキャッシュ・フローを見積も

ることができる債務者に対する債権についてはDCF法により引当

その他の要注

意先
正常債権

一般先 貸倒実績率に基づき、今後１年間の予想損失額を引当

DDS先

市場価格のない株式の評価方法に準じた方法や当該債務者に対す

る金銭債権全体について、優先・劣後の関係を考慮せずに算定さ

れた予想損失率を用いる方法等により算出した予想損失額を引当

正常先   貸倒実績率に基づき、今後１年間の予想損失額を引当

 

５．貸倒引当金等の状況

【単体】 （単位：百万円）
 

  27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

貸倒引当金 6,737 △938 7,675

 
一般貸倒引当金 2,702 △23 2,725

個別貸倒引当金 4,034 △916 4,950

 

【連結】 （単位：百万円）
 

  27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

貸倒引当金 6,912 △963 7,875

 
一般貸倒引当金 2,803 △36 2,839

個別貸倒引当金 4,109 △927 5,036
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６．自己査定の状況【単体】

（単位：百万円）
 

債務者区分
分類状況

債権残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

破綻先 600
335

264
－ －

(103) (53) (178)

実質破綻先 5,075
3,288

1,787
－ －

(1,724) (614) (948)

破綻懸念先 22,814
13,954

4,248
4,612

───
(11,746) (6,819)

要

注

意

先

要管理先 1,156 50 1,105 ─── ───

その他の要注意先 109,839 42,258 67,581 ─── ───

正常先 815,320 815,320 ─── ─── ───

合計 954,806 875,207 74,987 4,612 －

（注）１．（ ）内は引当前の分類金額

２．部分直接償却額5,615百万円処理後の計数

 

７．自己査定・保全の状況と開示債権【単体】

（単位：百万円）
 

自己査定と保全の状況 金融再生法開示債権 リスク管理債権

債務者区分 残高 保全額 引当金 保全率 区分 残高 区分 残高

破綻先 600 368 232 100％
破産更生等債権 5,675

破綻先債権 596

実質破綻先 5,075 3,511 1,563 100％
延滞債権 27,751

破綻懸念先 22,814 15,994 2,207 79.78％ 危険債権 22,814

要

注

意

先

 

（うち要

管理債

権）

(1,084) (333) (275) (56.24％) 要管理債権 1,084

３ヶ月以上

延滞債権
14

貸出条件緩

和債権
1,069

要管理先 1,156 394 280 58.33％
小計 29,574

合計 29,432

   

正常債権 925,231

   

その他の要注

意先
109,839          

正常先 815,320          

合計 954,806       合計 954,806    
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８．業種別貸出状況等

(1）業種別貸出金【単体】

（単位：百万円）
 

業種 27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

国内店分（除く特別国際金融取引勘定） 947,133 31,089 916,044

  製造業 81,155 △1,129 82,284

  農業，林業 6,685 387 6,298

  漁業 884 15 869

  鉱業，採石業，砂利採取業 1,794 △232 2,026

  建設業 60,342 △1,039 61,381

  電気・ガス・熱供給・水道業 2,268 889 1,379

  情報通信業 3,358 △152 3,510

  運輸業，郵便業 23,014 △377 23,391

  卸売業，小売業 77,005 △475 77,480

  金融業，保険業 68,064 9,858 58,206

  不動産業，物品賃貸業 112,834 11,570 101,264

  サービス業等 95,340 1,714 93,626

  地方公共団体 119,272 7,761 111,511

  その他 295,111 2,298 292,813

 

(2）業種別リスク管理債権【単体】

（単位：百万円）
 

業種 27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

国内店分（除く特別国際金融取引勘定） 29,432 △3,140 32,572

  製造業 4,160 △1,098 5,258

  農業，林業 558 398 160

  漁業 0 △1 1

  鉱業，採石業，砂利採取業 193 △33 226

  建設業 5,564 △1,772 7,336

  電気・ガス・熱供給・水道業 － － －

  情報通信業 164 △73 237

  運輸業，郵便業 961 △345 1,306

  卸売業，小売業 3,905 △607 4,512

  金融業，保険業 4 4 －

  不動産業，物品賃貸業 2,570 879 1,691

  サービス業等 6,591 △117 6,708

  地方公共団体 － － －

  その他 4,756 △377 5,133
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(3）業種別リスク管理債権の貸出残高比【単体】

（単位：％）
 

業種 27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

国内店分（除く特別国際金融取引勘定） 3.11 △0.45 3.56

  製造業 0.44 △0.13 0.57

  農業，林業 0.06 0.04 0.02

  漁業 0.00 △0.00 0.00

  鉱業，採石業，砂利採取業 0.02 △0.01 0.03

  建設業 0.59 △0.21 0.80

  電気・ガス・熱供給・水道業 － － －

  情報通信業 0.02 △0.01 0.03

  運輸業，郵便業 0.10 △0.04 0.14

  卸売業，小売業 0.41 △0.08 0.49

  金融業，保険業 0.00 0.00 －

  不動産業，物品賃貸業 0.27 0.08 0.19

  サービス業等 0.70 △0.03 0.73

  地方公共団体 － － －

  その他 0.50 △0.06 0.56

 

(4）消費者ローン残高【単体】

（単位：百万円）
 

  27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

消費者ローン残高 270,833 4,441 266,392

  うち住宅ローン残高 252,125 4,714 247,411

  うちその他ローン残高 18,707 △273 18,980

 

(5）中小企業等貸出比率【単体】

（単位：％）
 

  27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

中小企業等貸出比率 75.87 △0.31 76.18
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９．国別貸出状況等

(1）特定海外債権残高【単体】

 該当ありません。

 

(2）アジア向け貸出金【単体】

 該当ありません。

 

(3）中南米主要諸国向け貸出金【単体】

 該当ありません。

 

(4）ロシア向け貸出金【単体】

 該当ありません。

 

10．預金、貸出金の残高【単体】

●預金の残高は、新潟県内を中心に26年３月末比71億85百万円増加し、１兆2,826億２百万円となりました。

●貸出金の残高は、26年３月末比310億89百万円増加し、9,471億33百万円となりました。事業者向け貸出金が増加し

たほか、消費者ローン及び地方公共団体向け貸出金も増加しました。

 

(1）末残

（単位：百万円）
 

  27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

預金 1,282,602 7,185 1,275,417

  うち新潟県内 1,146,251 4,820 1,141,431

貸出金 947,133 31,089 916,044

  うち新潟県内 689,710 4,267 685,443

 

(2）平残

（単位：百万円）
 

  27年３月期
 

26年３月期
26年３月期比

預金 1,248,678 35,350 1,213,328

  うち新潟県内 1,124,496 32,990 1,091,506

貸出金 907,153 42,961 864,192

  うち新潟県内 665,223 8,207 657,016

 

11．預り資産（末残）の状況【単体】

●預り資産の残高は、投資信託や保険が順調に増加した結果、全体では26年３月末比36億93百万円増加し、1,314億86

百万円となりました。

 

（単位：百万円）
 

  27年３月末
 

26年３月末
26年３月末比

預り資産 131,486 3,693 127,793

  投資信託 42,527 7,294 35,233

  公共債 38,292 △10,977 49,269

  保険 49,326 7,858 41,468

  外貨預金 1,340 △480 1,820
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Ⅲ．有価証券の評価損益

●有価証券全体の評価損益は、単体・連結ともに26年３月末比93億76百万円増加し、231億81百万円の評価益となりま

した。

 

１．有価証券の評価基準

売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）

満期保有目的有価証券 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの 時価法（評価差額を全部純資産直入法処理）

時価を把握することが極めて困

難と認められるもの
原価法

子会社株式及び関連会社株式 原価法

（注） 単体・連結ともに同一の基準であります。

 

２．評価損益

【単体】 （単位：百万円）
 

 

27年３月末 26年３月末

評価損益
     

評価損益
   

26年３月末比 評価益 評価損 評価益 評価損

  満期保有目的 52 250 129 77 △198 80 279

  その他有価証券 23,129 9,126 23,242 113 14,003 14,371 367

    株式 5,943 2,400 5,961 17 3,543 3,563 20

    債券 7,329 1,255 7,354 24 6,074 6,100 25

    その他 9,856 5,471 9,926 70 4,385 4,707 321

  合計 23,181 9,376 23,371 190 13,805 14,452 647

    株式 5,943 2,400 5,961 17 3,543 3,563 20

    債券 7,301 1,265 7,355 54 6,036 6,102 65

    その他 9,936 5,711 10,055 118 4,225 4,786 560

（注）１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表計上額と取得価額

（又は償却原価）との差額を計上しております。

２．「その他有価証券」の評価については決算日の市場価格等に基づいております。

３．平成27年３月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、15,874百万円であります。

 

【連結】 （単位：百万円）
 

 

27年３月末 26年３月末

評価損益
     

評価損益
   

26年３月末比 評価益 評価損 評価益 評価損

  満期保有目的 52 250 129 77 △198 80 279

  その他有価証券 23,129 9,126 23,242 113 14,003 14,371 367

    株式 5,943 2,400 5,961 17 3,543 3,563 20

    債券 7,329 1,255 7,354 24 6,074 6,100 25

    その他 9,856 5,471 9,926 70 4,385 4,707 321

  合計 23,181 9,376 23,371 190 13,805 14,452 647

    株式 5,943 2,400 5,961 17 3,543 3,563 20

    債券 7,301 1,265 7,355 54 6,036 6,102 65

    その他 9,936 5,711 10,055 118 4,225 4,786 560

（注）１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、連結貸借対照表計上額と取得

価額（又は償却原価）との差額を計上しております。

２．「その他有価証券」の評価については連結決算日の市場価格等に基づいております。

３．平成27年３月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、15,874百万円であります。
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Ⅳ．平成27年度業績予想

１．単体

（単位：百万円）
 

 
28年３月期

予想

 
27年３月期

実績27年３月期比

経常利益 3,150 △435 3,585

当期純利益 1,960 309 1,651

 

２．連結

（単位：百万円）
 

 
28年３月期

予想

 
27年３月期

実績27年３月期比

経常利益 3,180 △478 3,658

親会社株主に帰属する当期純利益 1,980 343 1,637

 

（注） 上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ

て予想値と異なる結果となる可能性があります。
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